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かんぽ総合情報システム

 かんぽ生命のシステムは、約2万局の郵便局と約3,200万件の保有契約を管理する巨大システム。

 2017年1月の基幹系システムの更改に合せて、開発態勢整備と今後の開発スタイルの変革を指向するとともに、システム構造の見直しを行
い、システム品質・開発生産性の向上、システムコストの削減を図る。（別紙１）

かんぽ生命のシステム

基幹系システム更改の概要

• 新契約件数 239万件
• 保有契約件数 3,232万件

オープン系フロントシステム
新契約システム、支払業務システム等

基幹系システム
契約マスタの管理等を行うシステム

• 郵便局 約2万局
• サービスセンター 5か所
• 本社/支店 約80か所

基幹系システム更改プロジェクト

開発態勢改革

システム構造
の見直し

 ストックドキュメントの整備
システム改正に必要な業務・システムの仕様を文書化

 ドキュメントを活用した開発スタイルの改革
ﾕｰｻﾞｰ部門とｼｽﾃﾑ部門の役割の明確化、ﾕｰｻﾞｰ志向の開発

 アプリケーション領域の見直し
東西マスタの統合、ﾓｼﾞｭｰﾙ・ｻﾌﾞｼｽﾃﾑの最適化

 基盤・運用領域の見直し
ﾒｲﾝﾌﾚｰﾑ･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの統合、東西稼働系→稼働系+待機系

ハードウェア
コストの削減

システム品質
の向上

多数の拠点で処理大量の業務

※数値は2015年度の個人保険

＋

2017年
1月更改 開発生産性の向上
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2010～2012年度

2013年度

2014年度

2015年度

2016年度

＜統括管理部門＞
システム企画部

 基幹系システム更改は、2010年度の基本構想策定から2017年1月のサービスインまで約７年間、システム投資額が約1,200億円の巨大プロジ
ェクト。

 かんぽ生命の社長・副社長が統括し、かんぽ生命のユーザー部門・システム部門、システム子会社、パートナー会社が一体となった体制で
推進。

プロジェクトの体制プロジェクトのスケジュール

石井社長・南方副社長

スケジュール及び体制

統括役員（施策オーナー）：井戸副社長
（補佐：千田専務、廣中常務）

システム管理部

＜統括PM＞
横山システム企画部長

経営企画部事務企画部

内部監査部

監査機関
（外部監査）

施策元PMO：CIOオフィス

総括 企画・開発

品質評価委員会 運用管理
ITガバナンス

かんぽSOL＋パートナー会社 ユーザー部門

プロジェクトの規模

アプリ領域
前半施策

プラットフォーム統
合に伴うコンバー
ジョン（言語変換）
等

プロジェクト品質
の最終検証

 システム投資 約１，２００億円

基幹系システム更改（2017年1月）…別紙２

アプリ領域
後半施策

東西ﾏｽﾀの統合、ｻﾌﾞ
ｼｽﾃﾑの再配置、ﾓ
ｼﾞｭｰﾙの分割 等

後半施策方式設計

現行可視化
コンバージョン準備

施策適用計画

基本構想策定
要件定義・基本設計

基盤・運用領
域の見直し

サービスイン後の特別態勢（2017年3月末まで）

開
発
凍
結

メインフレーム・プ
ラットフォームの統
合、東西稼働系→
稼働系＋待機系

2

監査の状況
 外部監査（トーマツ）

 内部監査
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500 

320 

現行システム 次期基幹系

3

基幹系システム更改プロジェクトによる効果

 基幹系システム更改プロジェクトの推進により、システム品質・開発生産性の向上、システムコスト削減を図る。

システム更改によるシステム品質・開発生産性の向上効果

 重大なシステム障害を撲滅し、お客さ

まからの信頼を確保
システム品質の向上

開発生産性の向上

業務効率の向上

システム更改によるコスト削減効果

 営業日報の作成時間、バッジ処理時

間の短縮等

 新商品・サービスの開発をスピードア

ップ

ハードウェア(調達・保守)コスト1

ソフトウェア(開発)コスト2

520 
340 

280 

140 

800 

480 

現行システム 次期基幹系

ランニングコスト
イニシャルコスト

(億円)

(億円)

△320億円
（△40％）

△180億円
（△36％）

2. 更改後5年間（ソフトウェア償却期間）、現行システムと同規模の開発を継続した場合の試算

1. 更改時の機器調達及び更改後8年間（次期更改までの期間）の保守費用を合計した試算
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 2017年1月の基幹系システム更改の完了を出発点として、「高齢者にやさしい・あたたかいビジネスモデル」の追求に向けたＩＴ戦略を展開。

 新しい技術を積極的に導入・活用しつつ、人肌の感じられるビジネスプロセス・システムの構築を目指す。

基幹系システム更改の完了を出発点とした今後の戦略

営業力強化に向けた
システム構造改革

 営業推進基盤の強化
お客さまとのｺﾝﾀｸﾄ機会増加に向けたｼｽﾃﾑｻﾎﾟｰﾄ（休日オンラインの拡大）

 顧客基盤の構築
お客さまへの質の高いサービス提供に向けた、営業社員への情報提供

新技術の積極導入

デジタルとアナログの
融合

▼2017.1

 Watsonの積極利用、拡大
保険金支払業務（今年度中に実用化）、お客さま接点（コールセンター等）への活用

 イノベーションの創出
ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ、先端ﾃｸﾉﾛｼﾞｰを活用した新商品・ｻｰﾋﾞｽ開発、事務の効率化・高度化等

 お客さま志向の徹底
お客さまの声の共有を通じた社員の意識改革

 ビジネスプロセスとシステムを理解する人材の育成
システム部門とユーザー部門、他社との人材交流の推進

基幹系更改プロジェクト
を通じたシステム品質・
開発生産性の向上、シ
ステムコストの削減

 開発態勢改革
 システム構造の見直し

ビジネスプロセス・
システムの改善

基
幹
系
シ
ス
テ
ム
の
更
改

新しい技術を積極的に導入・活用しつつ、人肌の感じられるビジネスプロセス・システムを構築

商品・サービス
品質の改善

お客さま満足・
ブランド価値
の向上

基幹系システム更改の完了を出発点とした今後のＩＴ戦略 高
齢
者
に
や
さ
し
い
・
あ
た
た
か
い
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
追
求
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 高止まりするシステムコスト
 低い開発生産性
 システム品質の課題（重要障害件数）

❖2009年1月更改時と比してハードウェアコストを約4割削減
❖サービスインから5年後に民間生保レベルの開発生産性を達成
❖重大システム障害件数を国内大手生保の水準

経営課題 目標

アプリケーション領域の
見直し

基盤・運用領域の
見直し

‐改正対応作業の品質と生産性の向上を図るため、要求
分析や要件定義といった各工程の対応手順について、
ユーザ部門の役割分担の見直し等を踏まえて最適な方法
を定義する。

‐要件定義の具体性や網羅性を高めるために、改正対応に
必要な仕様情報を「事務仕様書」「ユーザインタフェース仕
様書」「外部仕様書」として作成してストックする。

‐業務別施策に機動的に対応するため、これまでの業務処
理系・情報分析系・接続系といった機能的配置を、営業・
個人保険・本社管理といった業務別のサブシステムに再編
成する等、アプリケーション構造の見直しを行う。

‐ハードウェア資源の最適化とコスト削減を図るため、メインフ
レーム・プラットフォームの統合や東日本情報管理センタへ
の稼動系の集約を行う。(※西日本貯金事務計算センタ
は待機系とする。)

‐業務別施策に機動的に対応
するため、システム構成の再編
成に伴い事務部門・システム部
門を再編成する。

業務別体制の構築

ストックドキュメントの作成

改正対応に係る
事務・システム対応手順

の最適化

事
務
・
シ
ス
テ
ム
の

開
発
態
勢
の
構
築

シ
ス
テ
ム
構
造
の
見
直
し

取組み 目的＆内容

 旧来の経営課題を解決し、「ハードウェアコストの削減」、「開発生産性の向上」、「システム品質の向上」という目標を達成するため、「事務・
システムの開発態勢」と「システム構造の見直し」に係る取組みを推進。

（別紙１）
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 １月４日にサービスインを迎えた基幹系システムは、１月３１日時点でお客さまやユーザに影響のある重大な障害等は発生しておらず、安定
的に稼働している。

① 本番移行について

（別紙２）

 ２０１６年１２月３０日～２０１７年１月２日にかけて当日移行作業（ユーザ部門に
よる『事前打鍵確認』を含む）を実施し、予定通り１月４日にサービスインを迎え
た。

② インシデントの発生状況について

 基幹系システム更改プロジェクトに伴うお客さまやユーザに影響のあるＡ/Ｂラン

ク1の重大インシデントは発生していない。なお、Ｃランク1のインシデントは６件
発生している。

③ 初稼働確認の状況について

 システム部門では、通常業務開始後、帳票・外部インタフェース等は予定通り
確認を実施し（完了率８６．１％）、問題は発生していない。

 ユーザ部門（新契約部、契約サービス部、支払部、保険金部、事務企画部）に
おいて接続等を確認し（完了率８６．９％）、問題は発生していない。

④ 稼働評価について

 オンライン請求の処理時間及びバッチ運用時間、システム資源の使用量は概
ね予測値の範囲内で遷移している。

 夜間バッチ処理時間が約３分の１に短縮、営業日報の作成が１時間から５分に
短縮したものもあるなどの効果が出ている。

⑤ サービスイン後の特別態勢について

本番移行・切替 特別態勢期間

当日移行

2017年1月4日
サービスイン
▼

2017年1月2日16:30
サービスイン判定開始

▼

取り組み

通常運用
期間

2017年3月31日
特別態勢解除

▼

運営態勢
通常運用
態勢本番移行事務局

特別態勢事務局
移行判定事務局

本番移行計
画書

サービスイ
ン判定基準

特別態勢

全体計画書
準拠する
成果物

工程
サービスイン直後態勢

2017年1月18日
サービスイン直後態勢解除

▼

⁃ 本番準備、環境クリーンアップ、先行移行、当日移行
などの「本番移行・切替」を実施

⁃ ユーザ部門による事前打鍵確認の後、サービスイン判
定を行い、一部の周辺システムとのネットワーク切替
やEUC端末の設定変更等の作業を実施

⁃ サービスイン後、通常運用期間における運用態勢に加えて、
障害・問合せ対応等の迅速化するためにサービスイン直後態
勢を敷くとともに、初稼働確認や過渡期対応へ対応を行うた
め、特別態勢を構築し、本業務運用を実施

1. かんぽ生命が定義する障害ランク判定基準に基づき、お客さまに関わる主要業務に影響を与えるインシデントはCランク、本社等の業務に影響を与えるインシデントはDランクと定義している

6



Copyright © 2016 JAPAN POST INSURANCE Co.,Ltd. All Rights Reserved.

※凡例: かんぽ総合情報システム 部門システム

（ご参考） かんぽ生命のシステム全体構成図

部門システム基幹系システム

サービスセンタ(5ヶ所)郵便局(約20,200局)
／支店(約80ヶ所)

窓口用端末機
（ＣＴＭ６）

お客さま

渉外職員
提案書
申込書
支払請求書

等

サブセンタ

支払査定業務

引受査定業務

受付 査定 決裁

受付 査定 成立

本社／支店(約80ヶ所)

携帯端末

・諸規程関連業務
・査定基準関連業務
・査定関連監査業務

：
郵送

事務帳票

イメージワークフロー

イメージワークフロー

即時払

局内
LAN

ＪＰ-ＰＣ

FAX
拠
点LAN

社外センタ

部門システム

部門システム

A.保険計理
C.電子帳票
D.統計情報分析
E.顧客名寄せ
F.加入状況照会
G.資産運用分析
等

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
等

・債権管理
等

⑪申込書OCRシステム

ＪＰ-ＰＣ

JPクラウド

部門システム

生保協会
LINC
システム

B.かんぽ会計
H.募集人登録
等

①業務処理系

②情報分析系

③
連
携
サ
ー
バ

オープン系システム(全社系システム)

⑨団体事務システム

職域団体の管
理

⑤携帯端末システム

集金及び営業
活動の支援

④新契約システム ⑥かんぽWeb
オンラインシステム

⑧支払業務システム ⑩お客さま相談支援
システム

⑦サブセンタシステム

SCプリントホスト
のセンター集約化

ＩＷＦ
工程管理
機械査定

総合情報の
業務Web化

ＩＷＦ
工程管理
機械査定

お客さまからの
申告及び処理
の進捗状況を
管理

PNET／かんぽWAN
東日本情報管理センター/西日本貯金事務計算センター

NEC機からIBM機へ
更改
業務アプリをIDLⅡか
らCOBOLへ言語変換
(ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝ)

IBM機をバージョンアッ
プし業務処理系と統
合
西日本に災対環境を
構築

接続系メインフレームを廃
止してオープン化

次
期
基
幹
系
シ
ス
テ
ム
更
改
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
範
囲

申込書・支払
請求書等
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